
　 証券コード:3161
平成29年7月7日

株 主 各 位

東京都台東区蔵前四丁目13番７号

代表取締役社長 黒 田 良
　

第76期定時株主総会招集ご通知
　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第76期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席下さい

ますようご通知申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら後記「株主総会参考書類」をご検討下さいまして、同封の議決権

行使書用紙に賛否をご表示いただき、平成29年７月27日（木曜日）の営業時間終了時

（午後５時45分）までにご返送下さいますようお願い申し上げます。

敬 具
　

記
　

1. 日 時 　平成29年７月28日(金曜日）午前10時（受付開始午前９時）

2. 場 所 　東京都台東区西浅草三丁目17番１号

　浅草ビューホテル ４階 飛翔の間

3. 会議の目的事項

　報告事項 1. 第76期（平成28年５月１日から平成29年４月30日まで）事業報

告、連結計算書類ならびに会計監査人及び監査役会の連結計算

書類監査結果報告の件

2. 第76期（平成28年５月１日から平成29年４月30日まで）計算書

類報告の件

　決議事項

第1号議案　 剰余金の処分の件

第2号議案　 取締役７名選任の件

第3号議案　 監査役３名選任の件

　

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

株主総会にご出席の株主様への「お土産」はとりやめさせていただいておりま
す。何卒ご理解下さいますようお願い申し上げます。
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◎お願い 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご
提出下さいますようお願い申し上げます。

◎修正事項の通知方法
株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類の内容について、株主

総会の前日までに修正すべき事情が生じた場合には、当社ホームページ
（http://www.azearth.co.jp）において、その旨掲載しますので、あらかじめご承知
下さい。

◎クールビズスタイルでの株主総会開催
当日は、軽装（クールビズ）で対応させていただきます。株主の皆様におかれま

しても軽装にてご出席いただきますようお願い申し上げます。
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(添付書類)

事 業 報 告
(平成28年５月１日から平成29年４月30日まで)

1. 企業集団の現況に関する事項
　(1) 事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国の経済は、企業収益や雇用環境の改善が見られ、

全体として緩やかな回復基調となりました。一方、世界経済においては、中国経

済の下振れリスク、英国のＥＵ離脱問題や米国新政権の政策運営動向、地政学リ

スクなどの景気下押し要因を背景に、先行き不透明な状況で推移しました。

　このような環境下、主力事業であります防護服・環境資機材事業においては、

当社の強みであるタイベック®防護服を新たな成長軌道に乗せるべく、防護服が使

われる様々な分野におきまして販売に注力し、当初予定の売上を確保しましたが、

減収となりました。また、たたみ資材事業、アパレル資材事業及び中国子会社に

おいては、引き続き厳しい環境下にあり、減収となりました。利益面においては、

各事業とも減収ではあるものの売上総利益率の確保に注力したことと、業務の効

率化、販売体制の見直しに取り組んだ結果、増益となりました。当連結会計年度

の売上高は9,174百万円（前年同期比9.5％減）、営業利益は168百万円（前年同期

比112.1％増）、経常利益は179百万円（前年同期比95.4％増）、親会社株主に帰属

する当期純利益は129百万円（前年同期比20.5％増）となりました。

　セグメント別の業績を示すと、次のとおりであります。

　防護服・環境資機材事業におきましては、化学工場やヘルスケア分野における

防護服の新規需要の開拓を行い、震災復興関連では、引き続き東京電力福島第一

原子力発電所事故作業に伴う需要への対応を進めてまいりました。また、各地で

発生いたしました鳥インフルエンザ等に対し、自治体等への緊急物資供給等を行

いました。しかし、前連結会計年度にありました大型の官公庁案件が無かったこ

とから、売上高は4,361百万円（前年同期比7.1％減）と減収となり、セグメント

利益（営業利益）も375百万円（前年同期比0.2％減）と、わずかながら減益とな

りました。

　たたみ資材事業におきましては、引き続き厳しい環境下にあり、主力商品の畳

表については需要の減少及び先行きについての不透明感から顧客の購入意欲が減

退し、年度を通じて苦戦することになりました。また、フォーム、ボード等の畳

床資材につきましても、若干の回復傾向が見られたものの、畳表の減少を補うに

は至らず、減収となりました。一方、営業体制の見直しを行った結果、たたみ資

材事業の売上高は1,274百万円（前年同期比8.7％減）、セグメント利益（営業利
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益）は39百万円（前年同期比9.0％増）となり減収増益となりました。

　アパレル資材事業におきましては、カジュアルウエア市場を中心に生産減と廉

価志向が続いており、一部大口ワーキングウエア案件の生産時期の後ろ倒し要因

も加わり、学生服分野以外の各分野において販売減となりました。一方、当連結

会計年度初めより営業体制の見直しや、調達方法の見直しによる利益率の改善等

を実施し、利益確保に注力しました。その結果、アパレル資材事業の売上高は

2,720百万円（前年同期比10.3％減）、セグメント利益（営業利益）は123百万円

（前年同期比13.1％増）と減収増益となりました。

なお、報告セグメントに配分していない一般管理費等の全社費用は338百万円で

あります。

（注）「タイベック®」は、米国デュポン社の登録商標です。

セグメント別売上高（連結ベース）

(単位：百万円)

事 業 部 名
前期 当期 前期比増減

金額 構成比 金額 構成比 金額 増減比

防 護 服 ・ 環 境 資 機 材 事 業 4,695 46.3％ 4,361 47.5％ △333 △7.1％

た た み 資 材 事 業 1,396 13.8％ 1,274 13.9％ △121 △8.7％

ア パ レ ル 資 材 事 業 3,032 29.9％ 2,720 29.7％ △312 △10.3％

そ の 他 事 業 1,009 10.0％ 817 8.9％ △192 △19.0％

合 計 10,134 100.0％ 9,174 100.0％ △959 △9.5％

（注）その他事業は全額中国子会社の事業であります。

　(2) 設備投資の状況

　当連結会計年度に実施しました設備投資の総額は22百万円であります。

　その主なものは、システム環境整備のための器具備品８百万円、システムのア

ドオン開発等ソフトウエアの投資５百万円及び秋田県大仙市の製造拠点アゼアス

デザインセンター秋田の機械装置３百万円であります。

　(3) 資金調達の状況

　当連結会計年度に、新規に調達した資金はなく、約定返済により長期借入金が

75百万円減少し、償還により社債が80百万円減少しました。

　(4) 重要な企業再編等の状況

　 該当事項はありません。
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　(5) 財産及び損益の状況の推移

　 ① 連結ベース
(単位：百万円)

第73期
(平成26年４月期)

第74期
(平成27年４月期)

第75期
(平成28年４月期)

第76期
(平成29年４月期)

売 上 高 8,982 10,328 10,134 9,174

親会社株主に帰属する当期純利益 78 112 107 129

１株当たり当期純利益 13.13円 18.49円 18.35円 22.71円

純 資 産 5,244 5,338 5,175 5,140

総 資 産 7,792 7,918 7,710 7,525

(注) １株当たり当期純利益は、自己株式控除後の期中平均発行済株式数により算出しております。
なお、第76期（平成29年4月期）に当社は「株式給付信託（BBT）」制度を導入しており、期中
平均発行済株式数の算出にあたっては、当該株式給付信託が保有する当社株式を自己株式に加
算しております。

　 ② 単体ベース
(単位：百万円)

第73期
(平成26年４月期)

第74期
(平成27年４月期)

第75期
(平成28年４月期)

第76期
(平成29年４月期)

売 上 高 7,466 7,709 7,910 7,204

当 期 純 利 益 51 63 87 126

１株当たり当期純利益 8.62円 10.53円 15.00円 22.30円

純 資 産 4,976 4,966 4,808 4,806

総 資 産 7,052 7,048 6,985 6,876

(注) １株当たり当期純利益は、自己株式控除後の期中平均発行済株式数により算出しております。
なお、第76期（平成29年4月期）に当社は「株式給付信託（BBT）」制度を導入しており、期中
平均発行済株式数の算出にあたっては、当該株式給付信託が保有する当社株式を自己株式に加
算しております。

　
　

　(6) 対処すべき課題

　当社グループでは以下の事項を対処すべき課題として取組みを進めておりま

す。

① 防護服市場の拡大

　日本における防護服の普及率は欧米に比べ低いため、今後更なる事業拡大の

余地があります。防護服の着用が更に普及するよう様々な分野において、防護

服のメリットを訴え、啓発活動を行うことにより市場を拡大させていく必要が
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あります。

　このため、研究開発機能を強化し、医療機関向け防護服、難燃・アークフラ

ッシュ防護服、高視認性防護服、使い切り空調服等の当社独自の企画による製

品を開発し、新たな市場の拡大に取り組んでおります。その一環として、秋田

県大仙市のアゼアスデザインセンター秋田を技術開発の拠点として位置付け、

縫製技術等の蓄積を行い、今後とも商品の企画開発力の一層強化に努めてまい

ります。

② グローバル化への対応

　現状海外向けの売上高は、アパレル資材事業を中心に連結売上高の10％未満

の水準にあります。防護服・環境資機材事業、たたみ資材事業とも、主に国内

向けに販売しており、今後一層の売上高の増加のためには、海外向け売上高を

増加させていく必要があります。特に防護服・環境資機材事業において、その

ための商売の仕組み作り、社員教育等に取組中であります。

③ 新たな事業の柱

　今後企業として尚一層の発展を遂げていくには、防護服・環境資機材事業に

次ぐ新たな成長事業が必要と判断されます。その一環として、防護服・環境資

機材事業とのシナジー効果を最大限に活かせる事業を検討しております。昨年

３月に株式会社ノルメカエイシアに一部出資をし、同社が強みを発揮する災

害・救急医療分野におけるコラボレーションの強化に取組中です。また、ドラ

ッグストア向けの商材の輸入販売等の分野にも取り組み、ビジネスチャンスの

拡大に努めております。今後、更に隣接分野に拘わらず広く新しい事業の柱を

検討していく方針です。

④ 人材の育成と確保

　当社グループが今後も継続的発展を遂げていくためには、人材の確保と育成

は重要課題として位置付けております。継続的な採用活動による人材の確保と

フォローアップ体制の整備に注力し、若手社員の戦力化を図ってまいります。

また中堅社員の多能化・活性化とともに、高齢者雇用においても、多様化する

雇用形態に対応してまいります。

⑤ 内部統制の強化と業務の効率化

　中国の子会社を含め、連結ベースでの内部統制強化に引続き取り組んでおり

ます。業務の効率化については、防護服・環境資機材事業において、受注シス

テム（WEB-EDIシステム）の効率的な運用に取組中です。さらに、ICT（情報通

信技術）活用を進め、顧客サービスの向上と業務効率化を当社グループ全体で

進めております。
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(7) 主要な事業内容(平成29年４月30日現在)

　 ① 防護服・環境資機材事業

　 化学防護服、作業用防護服、環境資機材の製造販売

　 ② たたみ資材事業

　 畳表、各種畳材料の販売及び畳工事の施工

　 ③ アパレル資材事業

　 裏地、芯地、型カット品その他繊維副資材の製造販売

(8) 主要な営業所及び工場ならびに従業員の状況（平成29年４月30日現在）

　 ① 主な事業所

　 (国内事業所）

　 本社 東京都台東区蔵前四丁目13番７号

　 大阪事業所 大阪府大阪市中央区南船場四丁目７番６号

　 児島事業所 岡山県倉敷市児島元浜町138番地２

　 岡山事業所 岡山県浅口郡里庄町里見9065番地１

　 関東物流センター 埼玉県北葛飾郡杉戸町大字本郷464番地

西日本物流センター 岡山県浅口郡里庄町里見9065番地１

　 アゼアスデザイン 秋田県大仙市戸地谷字大和田176番地1

　 センター秋田

　 (子会社）

　 丸幸株式会社 群馬県太田市清原町５番地11

　 (海外現地法人）

　 日里貿易(上海)有限公司

　 上海市徐匯区漕宝路82号光大会展中心E座1405室

　 日里服装輔料(大連)有限公司

　 中国大連経済技術開発区万宝街10-2-2号

　 大連保税区日里貿易有限公司

　 中国大連経済技術開発区万宝街10-2-2号

　 丸幸国際貿易（上海）有限公司

　 上海市徐匯区漕宝路82号光大会展中心E座1405室

　 (海外駐在員事務所）

　 ベトナム駐在員事務所

　 Room 1705, 17th Floor, CJ Building,

2 Bis-4-6 Le Thanh Ton Street, Ben Nghe Ward,

District 1, Ho Chi Minh City
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　 ② 従業員の状況

従 業 員 数 215（26）名

(注) 使用人兼務役員は含まれておりません。( ）内は臨時従業員の年間平均雇用人員の内数です。

(9) 主要な借入先及び借入額の状況（平成29年４月30日現在）

借入金の金額に重要性がないため、記載を省略しております。

(10) 重要な親会社及び子会社の状況

　 ① 親会社との関係

　 該当事項はありません。

　 ② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容

日 里 貿 易 ( 上 海 ) 有 限 公 司 40,000千円 100％ 繊維副資材の販売

日里服装輔料(大連)有限公司 140,000米＄ 100％ 繊維副資材の製造販売

大連保税区日里貿易有限公司 200,000米＄ 100％ 繊維副資材の販売

丸 幸 株 式 会 社 24,000千円 100％
衣料素材・副資材の企画・販
売

丸幸国際貿易（上海）有限公司 200,000米＄ 100％ 繊維副資材の販売

　（注) 丸幸国際貿易（上海）有限公司は、丸幸株式会社の100％子会社です。

　

　 ③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

　 該当事項はありません。

　

2. 株式に関する事項
　(1) 発行可能株式総数

　 普通株式 20,000,000株

　(2) 発行済株式の総数

　 普通株式 6,085,401株

　(3) 株主数 4,049名
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　(4) 自己株式の数

　 普通株式 343,145株

　(5) 大株主（上位10位）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

鈴 木 裕 生 585,813株 10.20％

澤 田 匡 宏 150,000 2.61

ア ゼ ア ス 従 業 員 持 株 会 134,666 2.35

資産管理サービス信託銀行株式会社（信託E口） 132,900 2.31

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 125,000 2.18

株 式 会 社 広 島 銀 行 125,000 2.18

倉 敷 繊 維 加 工 株 式 会 社 100,000 1.74

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC ISG (FE-AC) 96,400 1.68

須 藤 素 子 88,600 1.54

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 80,000 1.39

蝶 理 株 式 会 社 80,000 1.39

バ ッ ク レ イ 麻 知 子 80,000 1.39

(注)１.当社は、自己株式を343,145株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

２.持株比率は自己株式を控除して計算しております。

３.資産管理サービス信託銀行株式会社（信託E口）の所有株式132,900株は、「株式給付信託

（BBT)」制度導入に伴う当社株式であります。なお、当該株式は連結計算書類及び計算書類に

おいては自己株式として処理しておりますが、持株比率からは控除しておりません。

3. 会社役員に関する事項
　(1) 取締役及び監査役

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況等

取 締 役 会 長 鈴 木 裕 生

代 表 取 締 役 社 長 黒 田 良

取 締 役 斉 藤 文 明 執行役員 防護服・環境資機材営業部部長

取 締 役 羽 場 恒 彦
執行役員 総務経理部部長
丸幸株式会社取締役

取 締 役 横 山 太 郎
執行役員 サプライチェーン部部長
丸幸株式会社取締役
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会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況等

取 締 役 山 岡 司
執行役員 アパレル資材営業部部長
丸幸株式会社代表取締役社長

取 締 役 藤 本 凱 也

常 勤 監 査 役 安 部 惣二郎 丸幸株式会社監査役

監 査 役 加 毛 修

銀座総合法律事務所所長
学校法人巣鴨学園理事
政府調達苦情検討委員会委員長（内閣府）
日本航空株式会社社外監査役
東京都政改革本部特別顧問

監 査 役 廣 重 正 喜

(注) 1. 取締役藤本凱也氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。なお、同氏を
東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

　 2. 監査役加毛修、廣重正喜の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
なお、両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出て
おります。

　 3. 監査役廣重正喜氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の
知見を有するものであります。

　(2) 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の総額及び員数

区 分 員 数 支 給 額

取 締 役 ７名 85,685千円

監 査 役 ３名 13,657千円

合 計 10名 99,342千円

(注) 1. 上記支給額には、当事業年度に計上した役員退職慰労引当金繰入額2,180千円（取締役
1,970千円、監査役210千円）が含まれています。

　 2. 上記支給額には、当事業年度に計上した役員株式給付引当金繰入額6,448千円（取締役
5,841千円、監査役607千円）が含まれています。

　 3. 上記支給額には、使用人兼務取締役４名の使用人分給与8,880千円は含まれておりません。
　 4. 取締役の報酬限度額（使用人分給与は含まない）は、平成24年７月27日開催の第71期定時

株主総会において、年額300,000千円以内と決議いただいております。
5. 監査役の報酬限度額は、平成24年７月27日開催の第71期定時株主総会において、年額

50,000千円以内と決議いただいております。
6. 当事業年度に係る社外取締役１名及び社外監査役２名の報酬等の総額は9,498千円でありま

す。

4. 社外役員に関する事項
　(1) 社外取締役

　藤本 凱也（平成27年７月28日就任）

― 10 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年06月26日 10時22分 $FOLDER; 10ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



　(2) 社外監査役

　 加毛 修（平成18年７月28日就任）

　 廣重 正喜（平成18年７月28日就任）

　

(3) 社外役員の他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　 記載すべき関係はありません。

　

　(4) 社外役員の当事業年度における主な活動状況

① 取締役会及び監査役会への出席状況ならびに取締役会及び監査役会における発

言の状況

区 分 氏 名 出席の状況 発言の状況

社外取締役 藤 本 凱 也 取締役会17回のうち17回出席

主に企業経営に関する豊富な経験
と知識に基づき、経営全般にわた
り、積極的かつ活発に発言を行っ
ています。

社外監査役 加 毛 修
取締役会17回のうち16回出席
監査役会15回のうち15回出席

主に弁護士としての専門的見地か
ら意見を述べ、取締役会及び監査
役会において適法性、妥当性、適
正性等を確保するための助言・提
言を行っています。

社外監査役 廣 重 正 喜
取締役会17回のうち15回出席
監査役会15回のうち13回出席

主に公認会計士としての専門的見
地から意見を述べ、取締役会及び
監査役会において適法性、妥当
性、適正性等を確保するための助
言・提言を行っています。

　(注) 書面決議による取締役会の回数は除いております。

　

　 ② 当社の不当又は不正な業務執行に関する対応の概要

　 該当事項はありません。

　

　(5) 社外役員との責任限定契約の内容の概要

　当社は会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定することができる旨の規定を

定款第29条に設けており、社外取締役 藤本 凱也氏、社外監査役 加毛 修氏及び

同 廣重 正喜氏と責任限定契約を締結しております。

　当該契約に基づく損害賠償の限度額は、100万円又は法令の定める最低責任限度

額のいずれか高い額となっております。

　

　(6) 社外役員の報酬等の総額

　社外役員の報酬等につきましては、「3. 会社役員に関する事項 (2)当事業年度

に係る取締役及び監査役の報酬等の総額及び員数」(注)6.に記載のとおりであり

ます。
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(7) 社外役員が当社の子会社から当事業年度に役員として受けた報酬等の総額

　 該当事項はありません。

　

5. 会計監査人に関する事項
　(1) 会計監査人の名称 新日本有限責任監査法人

　

　(2) 報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 24,216千円

当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財
産上の利益の合計額

24,216千円

(注) 1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に
基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記金額
は合計額で記載しております。

　2. 会計監査人に対しての非監査業務に対する対価の支払いはありません。
3. 監査役会は、会計監査人からの説明を受けた当事業年度の会計監査計画の監査日数や人

員配置などの内容、前年度の監査実績の検証と評価、会計監査人の監査の遂行状況の相
当性、報酬の前提となる見積もりの算出根拠を精査した結果、会計監査人の報酬等の額
について同意いたしました。

　(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると

判断した場合に、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案

の内容を決定いたします。

　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当す

ると認められる場合に、監査役全員の同意に基づき監査役会が会計監査人を解任

いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される

株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

　(4) 会計監査人が過去２年間に受けた業務停止処分

　金融庁が平成27年12月22日付で発表した懲戒処分の内容の概要

　①処分対象

　 新日本有限責任監査法人

　②処分内容

　 ・３ヶ月間の業務の一部停止命令（契約の新規の締結に関する業務の停止）

　 （平成28年１月１日から同年３月31日まで）

　 ・業務改善命令（業務管理体制の改善）
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　③処分理由

・他社の財務書類の監査において、相当の注意を怠り、重大な虚偽のある財

務書類を重大な虚偽のないものとして証明したため。

・運営が著しく不当と認められたため。

　(5) 責任限定契約の内容

　当社は会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結することがで

きる旨の規定を定款第29条に設けており、会計監査人新日本有限責任監査法人と

責任限定契約を締結しております。

　損害賠償の限度額は、会社法第425条第１項に定める額とします。

(6) 当社の連結子会社である日里貿易(上海)有限公司は、上海中佳永信会計師事務

所有限公司の、日里服装輔料(大連)有限公司、大連保税区日里貿易有限公司は、

遼寧柏利会計師事務所有限公司の監査等を受けております。

6. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

【業務の適正を確保するための体制の決定内容】

　当社は、平成18年５月13日開催の取締役会において、会社法第362条第４項第６号

等に定める体制の整備に関する基本方針を次のとおり決議しております。(最終改

正：平成27年８月１日）

　当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、以下のとおり、当社及び当社グル

ープ会社の法令等遵守及び業務の適正性を確保するための体制（以下「内部統制」

という）を整備する。

（1）取締役・従業員の職務執行が法令・定款に適合することを確保する
ための体制

　①当社は、役員及び従業員が法令、定款、社内規程、企業倫理、経営理念及び

「経営理念の実践」に基づき制定した「企業行動規範」並びに「コンプライアン

ス・マニュアル」を遵守し（以下「コンプライアンス」という)、取締役自らに

よる率先垂範並びに定期的研修を通じて従業員への周知徹底を図る。

　②代表取締役は、コンプライアンスの徹底強化のため、取締役執行役員総務経理

部部長をコンプライアンス全体の総括責任者（以下「コンプライアンス総括責
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任者」という）に任命し、役員及び従業員のコンプライアンス意識の維持・向

上を図る。総務経理部は、コンプライアンス体制の構築、維持・整備にあたる。

　③当社は、執行役員制度に基づき、経営の執行は取締役、業務の執行は執行役員

と役割を明確にし、コーポレート・ガバナンスの強化に努める。

　④当社は、従業員が法令、定款もしくはその他社内規程上、違反または疑義のあ

る行為等を認知し、それを告発しても、当該従業員に不利益な扱いを行わない

旨等を規定した「内部通報制度管理規程」を制定した。

　⑤取締役は、当社及び当社グループ会社におけるコンプライアンス違反に関する

事実を知り得た時には、遅滞無く取締役会、監査役会に報告する。

　⑥監査役及び内部監査室は連携し、当社及び当社グループ会社のコンプライアン

スの遵守状況についての監査を実施し、その結果を取締役会に報告する。

また、取締役会は定期的にコンプライアンス体制を見直し、問題点の把握と改

善に努める。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に対する体制

　①取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理は、「会社保有データ取扱い規程」、

「文書管理規程」及び「情報セキュリティ管理規程」等に基づき、適正に当該情

報を文書または電磁的媒体（以下「文書等」という）に記録し、整理・保存・

管理する。取締役及び監査役は、常時これらの文書等を閲覧できるものとする。

　

　②代表取締役は、取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理についての総括責

任者に取締役執行役員総務経理部部長を任命する。

　

　③監査役は、取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する実施状況を監

査し、その結果を取締役会に報告する。

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　①代表取締役は、取締役執行役員総務経理部部長をリスク管理に関する総括実施

責任者として任命し、取締役執行役員総務経理部部長は全社的なリスクの統括

管理に当る。
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　②取締役執行役員総務経理部部長は、各部等の担当執行役員と共に、リスク管理

体制を構築し、「リスク管理規程」に基づき、リスク管理体制の強化を図る。

　③会社の経営、人命、社会及び環境に重要な影響を及ぼす可能性のあるリスクが

発生した時は、「危機管理規程」に基づき、代表取締役社長を対策本部長、全取

締役及び総務経理部部長を各対応責任者とする危機管理対策本部を設置し、社

内外広報・顧客対応・実務対応・情報収集・防止対策等の必要なリスク対応を

図る。

　④監査役及び内部監査室は連携して各部門のリスク管理の状況を監査し、その結

果を取締役会に報告する。

また、取締役会は定期的にリスク管理体制を見直し、問題点の把握と改善に努

める。

（4）取締役・執行役員の職務の執行が効率的に行われることを確保する
ための体制

　①当社は、取締役の職務の遂行が効率的に行われることを確保する体制の基礎と

して、取締役会を定期的に月１回開催するほか、必要に応じて随時開催する。

　②また、決裁に関する「職務権限規程」に基づき、執行役員である部長の職務分

担に定められた決裁権限基準に従い決裁を行う。

ただし、重要な事項については取締役会等において審議の上、遂行決定を行う。

　③当該担当業務の遂行については、業務分掌と責任を明確にした「組織規程」「業

務分掌規程」「職務権限規程」に基づき、適正かつ効率的に職務遂行する。

　④月１回開催される執行役員会及び営業報告会等の会議において、営業の進捗状

況、経営計画の進捗状況、財務の状況等経営全般に関わる事項に関して審議検

討し、遂行決定を行う。

　⑤取締役会は、各部等担当執行役員に各部、室の経営計画に基づいた業務遂行状

況を定期的に報告させ、その状況を監督する。
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（5）当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた
めの体制

　①当社及び当社グループ会社の業務の適正を確保するため、取締役執行役員総務

経理部部長、取締役または担当執行役員は「関係会社管理規程」に基づき、関

係会社の運営管理及び支援業務を行う。また当社グループ会社に対し、各社の

取締役・従業員の職務の執行に係る事項について、当社への定期的な報告を義

務づける。

　②当社グループ会社の所轄業務については、効率的な業務遂行、法令等の遵守体

制、リスク管理体制の確立を図るため、当社グループ会社取締役または担当執

行役員が統括管理する。当社グループ会社においても「リスク管理規程」を定

め、グループ一体となったリスク管理体制を構築することにより、当社グルー

プ会社についても、損失の危険の管理を徹底する。

　③当社グループ会社においては、それぞれの会社の実態に即して、業務分掌、職

務権限を定め、業務を適正かつ効率的に遂行する。各社の取締役として当社社

員を配し、連携を密にして、情報の共有化と業務の効率化を図る。

　④当社グループ会社の共通の規程として「コンプライアンス・マニュアル」「内部

通報制度管理規程」等を定め、当社グループ会社においても、取締役・従業員

の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する。

　⑤当社グループ会社の取締役、監査役及び従業員またはこれらの者から報告を受

けた者は、当社及び当社グループ会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項、

及び不正行為や重要な法令並びに定款違反行為を認知した場合は、直ちに当社

の監査役または監査役会に対して報告を行う。また、当社監査役から業務執行

に関する事項について報告を求められたときは、速やかに適切な報告を行う。

報告した者については、当該報告をしたことを理由として不利益な扱いを行わ

ない。

　⑥監査役及び内部監査室は連携して、当社グループ会社の管理体制を監査し、そ

の結果を取締役会に報告する。

また、取締役会は、定期的にグループ管理体制を見直し、問題点の把握と改善

に努めるものとする。
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（6）監査役会がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合に
おける当該従業員に関する事項並びにその従業員の取締役からの独立
性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　①監査役会が監査業務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合、取締役会は

監査役と協議の上、当社従業員が監査役の監査業務を補助する。

　②監査役は当社従業員に対し、監査業務に必要な事項を命令することができるも

のとし、監査役より監査業務に必要な命令を受けた当該従業員は、その命令に

関して、取締役及び上長等の指揮命令を受けないものとする。

また、当該従業員の人事異動、懲戒処分、人事考課等の人事権については、監

査役の同意を得る。

（7）取締役及び従業員が監査役会に報告するための体制その他の監査役
への報告に関する体制、その他監査役の監査が実効的に行われること
を確保するための体制

　①取締役及び従業員は、当社及び当社グループ会社に著しい損害を及ぼすおそれ

のある事項、及び不正行為や重要な法令並びに定款違反行為を認知した場合は、

「監査役への報告規程」に基づき、監査役にその都度報告するものとする。な

お、同規程は、報告した者について、当該報告をしたことを理由として不利益

な扱いを行わない旨等を規定している。

　②監査役は、重要な意思決定の過程及び業務遂行状況を把握するため、取締役会

に出席する。また、執行役員会等の重要な会議に出席することができる。

また、業務遂行に関する重要な書類等の閲覧並びに、取締役及び従業員に対し

その説明を求めることができる。

　③代表取締役社長と監査役会は、相互の意思疎通を図るため、定期的会合をもつ。

また、監査役は会計監査人及び内部監査室、コンプライアンス総括責任者との

緊密な連携を保つよう努め、監査の実効性確保を図る。

　④監査役は必要に応じて、当社の会計監査人及びその他外部の専門家の助言を求

めることができる。

　⑤監査役の職務の執行について生ずる費用または債務については、職務の執行が

滞りなく行われるよう、前払または適当な期間後に処理する。
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（8）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び整備状況

　①当社及び当社グループは、反社会的勢力に対しては、断固たる行動をとるもの

とし、取引を含めた一切の関係を遮断することを「コンプライアンス・マニュ

アル」に定め、基本方針とする。

　②反社会的勢力排除については、社内研修を通じ周知徹底し、不当要求等を受け

た場合は毅然とした態度で臨むとともに、顧問弁護士や所轄警察署等の外部専

門機関と綿密に連携し、組織全体として速やかに対応する。

　

【業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要】
　

　当連結会計年度に実施した当社グループにおける内部統制システムの主な運用状

況は以下のとおりであります。

　

（1）内部統制システム全般
当社及び当社グループ各社の内部統制システム全般の整備・運用状況を当社の

内部監査室がモニタリングし、改善を進めております。

　

（2）コンプライアンス
役員及び従業員一人一人がコンプライアンスの重要性を認識するため、全員が

期初に「コンプライアンス宣誓書」を総務経理部に提出しております。また、規

程説明会でコンプライアンス・マニュアルの説明を行い周知を図っております。

法令違反行為などコンプライアンス上問題のある行為を早期に発見して解決す

るため、社内及び社外の通報窓口を設けて中国子会社を含むグループ全社におい

て、内部通報制度の実効性向上を図っております。同制度及び通報窓口について

は、全社員に年２回案内をして制度の周知を図っております。

また、コンプライアンス上の問題がないかどうかを定期的に確認するため、全

社員が年２回、「コンプライアンス点検報告書」を総務経理部に提出しておりま

す。

（3）リスク管理体制
毎期、リスク管理項目の洗い替えを行い、当該リスクへの対応状況は、月１回

開催される執行役員会で随時報告しております。

また、危機管理規程及び緊急事態対策マニュアルを定めており、随時内容の見

直しを行っております。
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（4）内部監査
内部監査室は、内部監査計画書を作成し、業務監査を行うとともに、財務報告

に係る全社的な内部統制に関する評価も行っております。また、必要に応じ、改

善措置を講じるとともに、そのフォローアップ監査も実施しております。

（5）監査役の監査体制
当社の監査役は、月１回以上、監査役会を定時ないし臨時に開催し、また、当

社代表取締役社長及び他の取締役、会計監査人との間で定期会合を実施し、情報

交換等の連携を図っております。

また、常勤監査役は、内部監査室とも定期会合を実施し、執行役員会、リスク

管理委員会、営業報告会等重要な会議に出席するとともに稟議書等を常時閲覧す

ることにより、監査の実効性の向上を図っております。

（備考） 本事業報告の記載金額及び数量は、表示単位未満を切り捨てております。

　 なお、比率につきましては、表示単位未満を四捨五入しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
平成29年４月30日現在

(単位:千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流動資産 (5,665,135) 流動負債 (1,947,244)

現金及び預金 1,752,304 支払手形及び買掛金 1,206,132

受取手形及び売掛金 2,584,843 電子記録債務 255,146

電子記録債権 128,683 短期借入金 13,700

商品及び製品 977,670 １年内償還予定の社債 80,000

仕掛品 2,100 １年内返済予定の長期借入金 75,000

原材料 114,457 未払金 46,760

繰延税金資産 47,398 未払法人税等 55,510

その他 77,122 賞与引当金 56,200

貸倒引当金 △19,444 その他 158,794

固定資産 (1,860,047) 固定負債 (437,274)

有形固定資産 (1,445,786) 社債 75,000

建物及び構築物 675,345 長期借入金 112,500

機械装置及び運搬具 45,053 役員退職慰労引当金 110,500

土地 681,635 役員株式給付引当金 6,448

その他 43,752 退職給付に係る負債 132,825

無形固定資産 (111,173) 負 債 合 計 2,384,518

投資その他の資産 (303,087) 純 資 産 の 部

投資有価証券 142,805 株主資本 (5,053,126)

保険積立金 100,070 資本金 887,645

繰延税金資産 7,330 資本剰余金 1,094,103

その他 62,936 利益剰余金 3,338,243

貸倒引当金 △10,055 自己株式 △266,865

その他の包括利益累計額 (87,537)

その他有価証券評価差額金 25,127

繰延ヘッジ損益 4,083

為替換算調整勘定 58,326

純 資 産 合 計 5,140,664

資 産 合 計 7,525,183 負債及び純資産合計 7,525,183
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連 結 損 益 計 算 書

平成28年５月１日から
平成29年４月30日まで

(単位:千円)

科 目 金 額

売上高 9,174,256

売上原価 7,455,067

売上総利益 1,719,188

販売費及び一般管理費 1,551,186

営業利益 168,001

営業外収益

受取利息 551

受取配当金 3,704

為替差益 2,358

受取保険金 110

助成金収入 4,660

保険解約返戻金 415

その他 2,332 14,132

営業外費用

支払利息 2,155

保険解約損 701

その他 103 2,960

経常利益 179,173

特別利益

固定資産売却益 51

投資有価証券売却益 27,441

補助金収入 19,629 47,122

特別損失

固定資産売却損 747

減損損失 93

固定資産除却損 110

固定資産圧縮損 19,421

ゴルフ会員権評価損 452 20,825

税金等調整前当期純利益 205,470

法人税、住民税及び事業税 74,403

法人税等調整額 1,991 76,394

当期純利益 129,075

非支配株主に帰属する当期純利益 ―

親会社株主に帰属する当期純利益 129,075
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連結株主資本等変動計算書
平成28年５月１日から
平成29年４月30日まで

(単位:千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平 成 28 年 ５ 月 １ 日 残 高 887,645 1,094,103 3,266,591 △196,940 5,051,399

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △57,423 △57,423

親会社株主に帰属
する当期純利益

129,075 129,075

自己株式の取得 △69,924 △69,924

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額(純額)
―

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 71,652 △69,924 1,727

平 成 29 年 ４ 月 30 日 残 高 887,645 1,094,103 3,338,243 △266,865 5,053,126

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

為替換算
調整勘定

その他の包括利益

累計額合計

平 成 28 年 ５ 月 １ 日 残 高 30,846 ― 93,261 124,107 5,175,506

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 ― △57,423

親会社株主に帰属
する当期純利益

― 129,075

自己株式の取得 ― △69,924

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額(純額)
△5,719 4,083 △34,934 △36,569 △36,569

連結会計年度中の変動額合計 △5,719 4,083 △34,934 △36,569 △34,841

平 成 29 年 ４ 月 30 日 残 高 25,127 4,083 58,326 87,537 5,140,664
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連 結 注 記 表
　
(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

1. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

　 連結子会社の数…………４社

　 連結子会社の名称………日里貿易（上海）有限公司

　 日里服装輔料（大連）有限公司

　 大連保税区日里貿易有限公司

　 丸幸株式会社
　

(2) 非連結子会社の名称等

　 非連結子会社の名称………丸幸国際貿易（上海）有限公司

　 連結の範囲から除いた理由

非連結子会社の総資産額、売上高、当期純損益及び利益剰余金等は、いずれ

も連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。
　
2． 持分法の適用に関する事項

持分法を適用しない非連結子会社の名称

丸幸国際貿易（上海）有限公司

持分法を適用しない理由

持分法を適用していない会社は、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰

余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書

類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分

法の適用範囲から除外しております。
　
3. 会計方針に関する事項

　(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　 その他有価証券

　 時価のあるもの

連結会計年度末日の市場価格などに基づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　 時価のないもの

　 移動平均法による原価法
　
　(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

商 品 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

製 品 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

仕 掛 品 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

原 材 料 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
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　(3) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
　 ① 有形固定資産（リース資産を除く）………定率法

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに
平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額
法を採用しております。
　また、在外連結子会社は、定額法を採用しております。

　 ② 無形固定資産（リース資産を除く）………定額法
　なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における見込利用可
能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

　 ③ リース資産
　当連結会計年度における該当資産はありません。

　
　(4) 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金 　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に
ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上しております。

賞与引当金 　従業員に対する賞与の支給に充てるため、将来の支
給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上してお
ります。

役員退職慰労引当金 　役員の退職慰労金の支払に充てるため、内規に基づ
く期末の要支給額を計上しております。

役員株式給付引当金 　役員への当社株式の給付に備えるため、内規に基づ
く期末の株式給付債務の見込額を計上しております。

　

　(5) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
重要なヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法

　 繰延ヘッジ処理によっております。
　なお、振当処理の要件を満たしている為替予約に
ついては振当処理によっております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
　 ヘッジ手段：為替予約

ヘッジ対象：商品輸出による外貨建売上債権、商
品輸入による外貨建買入債務及び外
貨建予定取引

③ ヘッジ方針
　内規に基づき、為替変動リスクをヘッジしており
ます。

④ ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間にお
いて、ヘッジ手段の相場変動の累計とヘッジ対象の
相場変動の累計を比較して有効性を判定しておりま
す。
　ただし、振当処理によっている為替予約について
は、有効性の評価を省略しております。

消費税等の会計処理 　税抜方式を採用しております。
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重要な外貨建資産・負
債の本邦通貨への換算
基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場
により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して
おります。
　なお、在外子会社の資産及び負債は、在外子会社の
仮決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及
び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額
は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上
しております。

退職給付に係る負債の
計上基準

　従業員の退職給付の支払に充てるため、当連結会計
年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に
基づき計上しております。

　
(会計方針の変更に関する注記)

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する

実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適

用し、平成28年４月１日以後に取得する建物附属設備及び構築物に係る減価償却方

法を定率法から定額法に変更しております。

なお、当連結会計年度において、連結計算書類への影響額はありません。

(表示方法の変更)

　連結貸借対照表

前連結会計年度において、流動資産の「受取手形及び売掛金」に含めていた「電

子記録債権」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しまし

た。

なお、前連結会計年度の「電子記録債権」は74,241千円であります。

(追加情報)

繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号平

成28年３月28日）を当連結会計年度から適用しております。
　

役員退職慰労金制度の廃止

当社は、役員の退職慰労金の支払に充てるため、内規に基づく期末の要支給額を

役員退職慰労引当金として計上しておりますが、役員報酬制度の見直しの一環とし

て、役員退職慰労金制度を廃止することとし、平成28年７月27日開催の第75期定時

株主総会において、当社取締役及び監査役に対して退任時に在任期間に応じた功労

加算金を含めた退職慰労金の打切り支給を行うことを決議いたしました。

なお、その具体的な金額、方法等は、取締役については取締役会に、監査役につ

いては監査役の協議にそれぞれ一任することとなっております。

このため、同株主総会終結時までの在任期間に応じた要支給見積額を固定負債の

「役員退職慰労引当金」に計上しております。
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取締役等に対する株式給付信託（BBT）の導入

当社は、当連結会計年度より、当社取締役及び監査役（社外取締役及び社外監査

役を含みます。以下、「取締役等」といいます。）の報酬と当社の業績及び株式価値

との連動性をより明確にし、取締役（社外取締役を除きます。）が中長期的な業績の

向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めること並びに、社外取締役にあっては

監督、監査役にあっては監査を通じた中長期的な企業価値の向上に貢献する意識を

高めることを目的として、取締役等に対する新たな株式報酬制度「株式給付信託

（BBT（＝Board Benefit Trust））」（以下、「本制度」といいます。）を導入しており

ます。

当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を

交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号平成27年３月26日）に

準じております。

(１) 取引の概要

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、

取締役等に対して、当社取締役会が定める役員株式給付規程（ただし、役員株式

給付規程のうち、監査役に関する部分については、その制定及び改廃につき、監

査役の協議に基づく同意を得るものといたします。）に従って、当社株式及び当社

株式を時価で換算した金額相当の金銭（以下、「当社株式等」といいます。）が信

託を通じて給付される株式報酬制度です。なお、取締役等が当社株式等の給付を

受ける時期は、原則として取締役等の退任時とします。

(２) 信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）

により、純資産の部に自己株式として計上しております。当連結会計年度末の当

該自己株式の帳簿価額及び株式数は、69,890千円、132,900株であります。

(連結貸借対照表に関する注記）

1. 期末日満期手形及び電子記録債権の会計処理

期末日満期手形及び電子記録債権の会計処理については、満期日に決済が行われ

たものとして処理しております。なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であ

ったため、次の期末日満期手形及び電子記録債権を満期日に決済が行われたものと

して処理しております。

受取手形 99,725千円

電子記録債権 3,019千円
　
2. 担保資産

　 担保に供している資産

投資有価証券 45,695千円

　 上記に対応する債務

支払手形及び買掛金 176,814千円
　
3. 有形固定資産の減価償却累計額 1,140,999千円
　
4. 受取手形裏書譲渡高 61,959千円
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(連結株主資本等変動計算書に関する注記)

1. 当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

普通株式 6,085,401株
　
2. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当金(円)

基 準 日 効力発生日

平成28年７月27日
定時株主総会

普通株式 57,423 10.00 平成28年４月30日 平成28年７月28日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計

年度となるもの

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当金(円)

基 準 日 効力発生日

平成29年７月28日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 57,422 10.00

平成29年
４月30日

平成29年
７月31日

　

(注) 決議予定の配当金の総額には、資産管理サービス信託銀行株式会社(信託E口)が所有する自社
の株式に対する配当金1,329千円が含まれております。

　

(金融商品に関する注記)

1. 金融商品の状況に関する事項

　(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調

達については銀行借入及び社債による方針であります。デリバティブは、後述す

るリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針でありま

す。
　
　(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金、並びに電子記録債権は、顧客の信用リス

クに晒されております。当該リスクに関しては、当社グループの与信管理規程に

従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状

況を定期的に把握する体制としております。

投資有価証券である株式等は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、

主に業務上の関係を有する企業の株式であり、定期的に時価及び発行体の財政状

況を把握しております。

営業債務である支払手形及び買掛金、並びに電子記録債務は、そのすべてが１

年以内の支払期日であります。一部外貨建てのものについては、為替の変動リス

クに晒されておりますが、先物為替予約を利用してヘッジしております。

借入金及び社債は主に営業取引に係る資金調達であります。

また、営業債務、借入金及び社債は、流動性リスクに晒されておりますが、当

社グループでは、月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しておりま

す。
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デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対す

るヘッジ取引を目的とした先物為替予約取引であります。将来の市場価格変動の

リスクを有しておりますが、輸出入取引に限定し取引の執行・管理については内

規に基づき、行っております。

なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有

効性の評価方法等については、（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事

項に関する注記等）の「重要なヘッジ会計の方法」に記載のとおりであります。
　

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には

合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要

因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が

変動することもあります。

2. 金融商品の時価等に関する事項

平成29年４月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認め

られるものは、次表には含めておりません。
　
　 連結貸借対照表計上額(*1) 時価(*1) 差額

　 (千円) (千円) (千円)

(1) 現金及び預金 1,752,304 1,752,304 ―

(2) 受取手形及び売掛金 2,584,843

(3) 電子記録債権 128,683

貸倒引当金 △19,444

　 2,694,081 2,694,081 ―

(4) 投資有価証券

その他有価証券 94,341 94,341 ―

(5) 支払手形及び買掛金 (1,206,132) (1,206,132) ―

(6) 電子記録債務 (255,146) (255,146) ―

(7) 短期借入金 (13,700) (13,700) ―

(8) 社債 (155,000) (154,957) △42

(9) 長期借入金 (187,500) (186,427) △1,072

(10) デリバティブ取引(*2)

ヘッジ会計が適用されているもの 5,906 5,906 ―

(*1)負債に計上されているものについては、( )で示しております。
(*2)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。
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注1．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金、並びに(3)電子記録債権

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。

(4)投資有価証券

これらの時価について株式は取引所の価格によっております。

(5)支払手形及び買掛金、(6)電子記録債務、並びに(7)短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。

(8)社債（１年以内に償還予定のものを含む）

当社の発行する社債の時価は、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用

リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

(9)長期借入金（１年以内に返済予定のものを含む）

長期借入金の時価については、元利金の合計額を当該借入の残存期間及び信用

リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

(10)デリバティブ取引

時価は、取引先金融機関より提示された価格等に基づき算定しております。

なお、為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている買掛金と一

体として処理されているため、その時価は、当該買掛金の時価に含めて記載して

おります。

注2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分
連結貸借対照表計上額

(千円)

非上場株式 48,463

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ

るものであるため、「(4)投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。
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(１株当たり情報に関する注記)

1. １株当たり純資産額 916円44銭

(注) 「株式給付信託（BBT）」制度に関する資産管理サービス信託銀行株式会社（信託E口）が所有す
る自社の株式は、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式数の計算において控除する自
己株式に含めております。１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数
は、当連結会計年度において132,900株であります。

2. １株当たり当期純利益 22円71銭
　

(注) 「株式給付信託（BBT）」制度に関する資産管理サービス信託銀行株式会社（信託E口）が所有す
る自社の株式は、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自
己株式に含めております。１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均
株式数は、当連結会計年度において60,719株であります。

(重要な後発事象に関する注記)

　該当事項はありません。
　
(その他の注記)

　該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
平成29年４月30日現在

(単位:千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流動資産 (4,911,208) 流動負債 (1,687,478)

現金及び預金 1,492,341 支払手形 792,562

受取手形 1,112,019 買掛金 477,816

売掛金 1,107,705 1年内償還予定の社債 80,000

商品 785,690 1年内返済予定の長期借入金 75,000

製品 77,670 未払金 35,363

仕掛品 2,100 未払費用 50,309

原材料 79,710 未払法人税等 52,630

前渡金 1,151 前受金 1,215

前払費用 12,671 預り金 8,758

繰延税金資産 33,256 賞与引当金 49,900

その他 209,557 その他 63,922

貸倒引当金 △2,666

固定資産 (1,965,295) 固定負債 (382,344)

有形固定資産 (1,341,220) 社債 75,000

建物 655,468 長期借入金 112,500

構築物 16,984 退職給付引当金 77,895

機械及び装置 29,011 役員退職慰労引当金 110,500

車両運搬具 0 役員株式給付引当金 6,448

工具、器具及び備品 40,904

土地 598,851

無形固定資産 (95,739) 負 債 合 計 2,069,823

借地権 59,553 純 資 産 の 部

商標権 1,920 株主資本 (4,774,767)

ソフトウエア 27,644 資本金 887,645

その他 6,622 資本剰余金 （1,094,103)

投資その他の資産 (528,334) 資本準備金 1,038,033

投資有価証券 141,705 その他資本剰余金 56,069

関係会社株式 176,943 利益剰余金 (3,059,884)

出資金 460 利益準備金 78,600

関係会社出資金 97,386 その他利益剰余金 (2,981,284)

破産更生債権等 10,004 別途積立金 2,176,401

長期前払費用 380 繰越利益剰余金 804,882

繰延税金資産 26,906 自己株式 △266,865

その他 84,552 評価・換算差額等 (31,912)

貸倒引当金 △10,004 その他有価証券評価差額金 27,828

繰延ヘッジ損益 4,083

純 資 産 合 計 4,806,680

資 産 合 計 6,876,503 負債及び純資産合計 6,876,503
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損 益 計 算 書
平成28年５月１日から
平成29年４月30日まで

(単位:千円)

科 目 金 額

売上高 7,204,995

売上原価 5,807,581

売上総利益 1,397,414

販売費及び一般管理費 1,241,407

営業利益 156,006

営業外収益

受取利息 731

受取配当金 3,702

業務受託料 6,600

受取賃貸料 2,688

助成金収入 4,660

その他 2,084 20,466

営業外費用

支払利息 859

社債利息 1,085 1,945

経常利益 174,527

特別利益

投資有価証券売却益 27,441

補助金収入 19,629 47,070

特別損失

減損損失 93

固定資産除却損 16

固定資産圧縮損 19,421

ゴルフ会員権評価損 452 19,983

税引前当期純利益 201,613

法人税、住民税及び事業税 67,288

法人税等調整額 7,592 74,880

当期純利益 126,732
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株主資本等変動計算書
平成28年５月１日から
平成29年４月30日まで

(単位:千円)

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

資本
準備金

その他
資本剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

別途積立金
繰 越 利 益

剰 余 金

平成28年５月１日残高 887,645 1,038,033 56,069 78,600 2,176,401 735,572

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰余金の配当 △57,423

当期純利益 126,732

自己株式の取得

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― ― 69,309

平成29年４月30日残高 887,645 1,038,033 56,069 78,600 2,176,401 804,882

株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益

平 成 28 年 ５ 月 １ 日 残 高 △196,940 4,775,382 33,547 ― 4,808,929

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰余金の配当 △57,423 △57,423

当期純利益 126,732 126,732

自己株式の取得 △69,924 △69,924 △69,924

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額(純額)
△5,719 4,083 △1,635

事業年度中の変動額合計 △69,924 △614 △5,719 4,083 △2,249

平 成 29 年 ４ 月 30 日 残 高 △266,865 4,774,767 27,828 4,083 4,806,680
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個 別 注 記 表

(重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1. 資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式

移動平均法による原価法

② その他有価証券

　 時価のあるもの

決算日の市場価格などに基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　 時価のないもの

移動平均法による原価法

　

　(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

商 品 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

製 品 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

仕 掛 品 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

原 材 料 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

　

2. 固定資産の減価償却の方法

　 有形固定資産（リース資産を除く）………定率法

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに

平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額

法を採用しております。

　 無形固定資産（リース資産を除く）………定額法

　なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における見込利用可

能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

　 リース資産

　当事業年度における該当資産はありません。

― 34 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年06月26日 10時22分 $FOLDER; 34ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



3. 引当金の計上基準

貸倒引当金 　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

賞与引当金 　従業員に対する賞与の支給に充てるため、将来の支給

見込額のうち当期の負担額を計上しております。

退職給付引当金 　従業員の退職給付の支給に充てるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。

役員退職慰労引当金 　役員の退職慰労金の支払に充てるため、内規に基づく

期末の要支給額を計上しております。

役員株式給付引当金 　役員への当社株式の給付に備えるため、内規に基づく

期末の株式給付債務の見込額を計上しております。

4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　(1) ヘッジ会計の方法

　 ① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

　なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理によって

おります。

　 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

　 ヘッジ手段：為替予約

ヘッジ対象：商品輸出による外貨建売上債権、商品輸入による外貨建買入債

務及び外貨建予定取引

　 ③ ヘッジ方針

　 内規に基づき、為替変動リスクをヘッジしております。

　 ④ ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ手段の相場変

動の累計とヘッジ対象の相場変動の累計を比較して有効性を判定しております。

　ただし、振当処理によっている為替予約については、有効性の評価を省略し

ております。

　

　(2) 消費税等の会計処理

　 税抜方式を採用しております。
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　(3) 外貨建資産・負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。

(会計方針の変更に関する注記)

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する

実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適用

し、平成28年４月１日以後に取得する建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法

を定率法から定額法に変更しております。

なお、当事業年度において、計算書類への影響額はありません。

　

(追加情報)

繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号

平成28年３月28日）を当事業年度から適用しております。

　

役員退職慰労金制度の廃止

役員退職慰労金制度の廃止については、連結注記表の追加情報に同一の内容を記

載しているため、注記を省略しております。

　

取締役等に対する株式給付信託（BBT）の導入

取締役等に対する株式給付信託（BBT）の導入については、連結注記表の追加情報

に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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(貸借対照表に関する注記）

1. 期末日満期手形の会計処理

期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理

しております。なお、当事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日

満期手形を満期日に決済が行われたものとして処理しております。

受取手形 102,745千円

2. 担保資産

　 担保に供している資産

投資有価証券 45,695千円

　 上記に対応する債務

買掛金 176,814千円

　

3. 有形固定資産の減価償却累計額 972,365千円

4. 保証債務（関係会社銀行借入保証） 13,700千円

　

5. 関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権 200,958千円

短期金銭債務 17,994千円

　

(損益計算書に関する注記）

　関係会社との取引高

営業取引 売上高 13,791千円

仕入高 76,354千円

販売費及び一般管理費 1,924千円

営業取引以外の取引高 9,933千円

　

(株主資本等変動計算書に関する注記)

　当事業年度の末日における自己株式の数

普通株式 476,045株

（注）「株式給付信託（BBT）」制度に関する資産管理サービス信託銀行株式会社（信託E口）が所有す
る自社の株式が132,900株含まれております。
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(税効果会計に関する注記)

　繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳

　 (流動の部）

繰延税金資産 貸倒引当金 822千円

賞与引当金 15,399千円

貯蔵品 319千円

未払事業税等 4,524千円

未払事業所税 352千円

たな卸資産評価損 11,359千円

未払費用 2,300千円

(流動)繰延税金資産の合計 35,078千円

繰延税金負債 繰延ヘッジ損益 △1,822千円

(流動)繰延税金資産の純額 33,256千円

　 (固定の部）

繰延税金資産 投資有価証券評価損 5,164千円

貸倒引当金 3,087千円

役員退職慰労引当金 33,892千円

役員株式給付引当金 1,983千円

退職給付引当金 23,851千円

ゴルフ会員権評価損 4,013千円

土地評価損 2,981千円

その他 1,292千円

(固定）繰延税金資産の小計 76,266千円

評価性引当額 △39,599千円

(固定）繰延税金資産の合計 36,666千円

繰延税金負債 その他有価証券評価差額金 △9,759千円

(固定）繰延税金資産の純額 26,906千円

　

(リースにより使用する固定資産に関する注記)

　該当事項はありません。
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(関連当事者との取引に関する注記)

子会社及び関連会社等

(単位：千円)

種類
会社等
の名称

議決権
等の所
有割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
(注4)

科目
期末
残高

（注4）

子会社 丸幸㈱
所有
直接
100％

役員の兼任

資金の貸付

事務所賃貸借

契約の締結

経営管理契約

の締結

業務委託契約

の締結

資金の貸付 860,000
流動資産

その他
200,000

利息の受取

(注1)
645

流動資産

その他
4

家賃の受取

(注2)
2,688 前受金 241

経営管理料

及び業務委

託料の受取

（注3）

6,600 前受金 594

取引条件及び取引条件の決定方針等

注1．金利については市場金利を勘案した利率を合理的に決定しております。

注2．賃料については近隣の賃料相場等を勘案して決定しております。

注3．経営管理料及び業務委託料については協議の上決定しております。

注4．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めて

おります。

(１株当たり情報に関する注記)

1. １株当たり純資産額 856円90銭
(注) 「株式給付信託（BBT）」制度に関する資産管理サービス信託銀行株式会社（信託E口）が所有す

る自社の株式は、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式数の計算において控除する自
己株式に含めております。１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数
は、当事業年度において132,900株であります。

2. １株当たり当期純利益 22円30銭
(注) 「株式給付信託（BBT）」制度に関する資産管理サービス信託銀行株式会社（信託E口）が所有す

る自社の株式は、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自
己株式に含めております。１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均
株式数は、当事業年度において60,719株であります。

(重要な後発事象に関する注記)

　該当事項はありません。

(その他の注記)

　該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

平成29年６月９日

アゼアス株式会社
取締役会 御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 山 本 秀 仁 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 齋 藤 祐 暢 ㊞

　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、アゼアス株式会社の平成28年５月１日
から平成29年４月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益
計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計
算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ
れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り
の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、アゼアス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期
間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。
　 以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

平成29年６月９日

アゼアス株式会社
取締役会 御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 山 本 秀 仁 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 齋 藤 祐 暢 ㊞

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、アゼアス株式会社の平成28年５
月１日から平成29年４月30日までの第76期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細
書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。
　 以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書
　当監査役会は、平成28年５月１日から平成29年４月30日までの第76期事業年度の取締役の職務の
執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下
のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につい

て報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、
必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、
取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に
努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所にお
いて業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び
監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けまし
た。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要な
ものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決
議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及
び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求
め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると
ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま
した。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会
社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企
業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類
（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。
２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと
認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認めら
れません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制
システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は
認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　 会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
（3）連結計算書類の監査結果
　 会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
　 平成29年６月16日

アゼアス株式会社 監査役会

常勤監査役 安 部 惣二郎 ㊞

社外監査役 加 毛 修 ㊞

社外監査役 廣 重 正 喜 ㊞

　 以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

　当期の期末配当につきましては、企業体質を一層強化し、安定した収益

基盤を確保するため内部留保に努めるとともに、安定した配当を継続的に

実施していくことを基本方針とし、次のとおりとさせていただきたいと存

じます。

　 期末配当に関する事項

　 (1) 配当財産の種類

　 金銭といたします。

　 (2) 株主に対する配当財産の割当に関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金10円とさせていただきたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は57,422,560円となります。

　 (3) 剰余金の配当が効力を生じる日

　 平成29年７月31日

　

第２号議案 取締役７名選任の件

　現任取締役７名全員は、本定時株主総会の終結の時をもって任期満了と

なります。つきましては、取締役７名の選任をお願いいたしたいと存じま

す。

　取締役候補者は、次のとおりです。

候補者
番 号

氏 名
生 年 月 日

略歴、当社における地位及び担当
な ら び に 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の株式の数

１

鈴
す ず き

木　裕
ひ ろ お

生
昭和23年３月３日生

昭和48年４月 蝶理㈱入社

585,813株

昭和53年６月 ㈱千代田屋取締役
昭和56年６月 同社常務取締役
昭和60年７月 同社代表取締役副社長
昭和63年７月 同社代表取締役社長
平成10年９月 合併により当社代表取締役社長
平成23年７月 当社代表取締役会長
平成27年７月 当社取締役会長（現任）

取締役候補者とした理由

鈴木裕生氏は、代表取締役社長及び取締役会長を歴任し、経営者と
しての豊富な経験と実績を有しています。当社のコーポレートガバ
ナンスの強化を推進するとともに、業務執行の監督を行うに適任で
あると判断し、引き続き取締役候補者としたものであります。
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候補者
番 号

氏 名
生 年 月 日

略歴、当社における地位及び担当
な ら び に 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の株式の数

２

く ろ だ りょう

黒 田 良
昭和29年６月１日生

昭和53年４月 デュポン・ファーイースト日本支社
(現デュポン㈱）入社

36,900株

平成15年５月 旭・デュポン フラッシュスパン
プロダクツ㈱代表取締役社長 兼
デュポン㈱高機能不織布事業部長

平成22年３月 デュポン㈱執行役員安全・防護事業
担当 兼 デュポン帝人アドバンスド
ペーパー㈱代表取締役副社長

平成26年７月 当社取締役顧問
平成26年11月

平成27年７月

当社取締役顧問アパレル・たたみ資
材営業本部長
当社代表取締役社長（現任）

取締役候補者とした理由

黒田良氏は、旭・デュポン フラッシュスパン プロダクツ㈱代表
取締役社長等を歴任するとともに、当社代表取締役社長として当
社の経営を担っており、その豊富な経験と実績を活かして、当社
取締役会の意思決定機能及び監督機能の強化に十分な役割を果た
すことが期待できると判断し、引き続き取締役候補者としたもの
であります。

３

斉
さ い と う

藤　文
ふ み あ き

明
昭和46年６月９日生

平成６年４月 ㈱ワークマン入社

31,900株

平成15年４月 当社入社
平成19年７月 当社取締役第一事業部長
平成23年11月 当社取締役執行役員防護服・環境資

機材事業部長
平成25年５月 当社取締役執行役員業務本部長
平成26年11月

平成27年８月

平成28年５月

当社取締役執行役員防護服・環境資
機材営業本部営業第一部部長
当社取締役執行役員防護服・環境資
機材営業第一部部長
当社取締役執行役員防護服・環境資
機材営業部部長（現任）

取締役候補者とした理由

斉藤文明氏は、当社における防護服・環境資機材営業部部長とし
ての経験と当該経験を通じて培った幅広い知見を有しております。
その職務経験や知見を経営に活かし、企業価値向上に資すること
ができると判断し、引き続き取締役候補者としたものであります。

４

羽　場　
は ば

恒
つ ね ひ こ

彦
昭和34年４月20日生

昭和58年４月 ㈱三井銀行（現㈱三井住友銀行）入社

22,500株

平成18年２月 当社へ出向、当社経理部部長
平成20年11月 当社執行役員経理部部長
平成21年７月 当社取締役経理部部長
平成23年７月 当社取締役管理本部長兼経理部部長
平成23年11月 当社取締役執行役員管理本部長兼経

理部部長
平成27年７月 丸幸株式会社取締役（現任）
平成27年８月 当社取締役執行役員総務経理部部長

（現任）

取締役候補者とした理由

羽場恒彦氏は、金融機関で培われた豊富な経験と知識を有し、当
社における総務経理部部長として経営管理、財務及び総務部門担
当の取締役として業務執行を担ってきました。この経験や知見を
経営に活かし、企業価値向上に資することができると判断し、引
き続き取締役候補者としたものであります。
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候補者
番 号

氏 名
生 年 月 日

略歴、当社における地位及び担当
な ら び に 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の株式の数

５

横
よ こ や ま

山　太
た ろ う

郎
昭和44年８月５日生

平成５年４月 当社入社

12,000株

平成15年５月 当社第二事業部営業部長
平成17年５月 当社第二事業部長
平成20年11月 当社執行役員第二事業部長
平成24年７月 当社取締役執行役員たたみ資材事業

部長
平成25年５月 当社取締役執行役員営業本部たたみ

資材営業部部長
平成26年11月

平成28年５月

当社取締役執行役員アパレル・たた
み資材営業本部たたみ資材営業部部
長
当社取締役執行役員サプライチェー
ン部部長（現任）

平成28年７月 丸幸株式会社取締役（現任）

取締役候補者とした理由

横山太郎氏は、当社におけるサプライチェーン部部長としての経
験と当該経験を通じて培った幅広い知見を有しております。その
職務経験や知見を経営に活かし、企業価値向上に資することがで
きると判断し、引き続き取締役候補者としたものであります。

６

山
や ま お か

岡　 司
つかさ

昭和34年８月13日生

昭和58年４月 当社入社

24,436株

平成20年11月 当社執行役員第三事業部三備統括部長
平成21年11月 当社執行役員アパレル資材事業部長
平成26年11月 当社執行役員アパレル・たたみ資材

営業本部アパレル資材営業部部長
平成27年７月 当社取締役執行役員アパレル・たた

み資材営業本部アパレル資材営業部
部長
丸幸株式会社代表取締役社長（現
任）

平成27年８月 当社取締役執行役員アパレル資材営
業部部長（現任）

取締役候補者とした理由

山岡司氏は、当社におけるアパレル資材営業部部長としての経験
と当該経験を通じて培った幅広い知見を有しております。その職
務経験や知見を経営に活かし、企業価値向上に資することができ
ると判断し、引き続き取締役候補者としたものであります。

７

藤
ふ じ も と よ し な り

本 凱 也
昭和22年９月８日生

昭和45年４月 ㈱三和銀行（現㈱三菱東京ＵＦＪ銀
行）入社

1,000株

平成11年４月 ㈱ライオンズファミリー代表取締役
専務

平成12年６月 扶桑レクセル㈱（現㈱大京）常務取
締役

平成16年６月 同社取締役副社長執行役員
平成20年６月 オークラヤ不動産㈱代表取締役社長
平成26年６月 同社代表取締役会長
平成27年７月 当社取締役（現任）

社外取締役候補者とした理由

藤本凱也氏は、金融機関において支店長、部長を歴任後、不動産
会社の経営に携わられ、その豊富な経験と幅広い見識により、中
立、公正な立場から当社の経営へのアドバイスや業務執行の監督
等に十分にその職務を果たしていただけるものと判断し、引き続
き社外取締役候補者としたものであります。

(注)１.各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
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２.上記取締役候補者の有する当社の株式数は、平成29年４月30日現在のものであります。
３.取締役候補者藤本凱也氏は、社外取締役候補者であります。
４.当社は藤本凱也氏を東京証券取引所が指定を義務付ける独立役員として同取引所に届け出て

おります。
５.藤本凱也氏は、社外取締役として当社との間で、定款第29条の規定により会社法第423条第1

項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償の限度額は、100万円又は法令の定める最低責任限度額のいずれか
高い額となっております。

６.藤本凱也氏は、平成27年７月に当社の社外取締役として選任され就任しており、その在任期
間は本総会の終結の時をもって２年となります。

　

第３号議案 監査役３名選任の件

　現任監査役３名全員は、本定時株主総会の終結の時をもって任期満了と

なります。つきましては、監査役３名の選任をお願いいたしたいと存じま

す。

　なお、本議案につきましては、あらかじめ監査役会の同意を得ておりま

す。

　監査役候補者は、次のとおりです。

候補者
番 号

氏 名
生 年 月 日

略 歴 及 び 当 社 に お け る 地 位
な ら び に 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の株式の数

１

※

小
お ざ わ

澤　俊
と し た か

隆
昭和33年12月５日生

昭和56年４月 日本専売公社（現日本たばこ産業㈱
入社）

0株
平成18年５月 当社入社
平成25年５月 当社管理本部総務部部長
平成27年８月 当社総務経理部担当マネージャー

（現任）

監査役候補者とした理由
小澤俊隆氏は、当社管理本部総務部部長等を歴任し、リスク管理
やコンプライアンス推進に取り組んでおり、当社監査役に適任で
あると判断し、監査役候補者としたものであります。

２

加
か も

毛　 修
おさむ

昭和22年３月25日生

昭和45年９月 司法試験合格

5,000株

昭和48年４月 弁護士登録
昭和56年４月 加毛法律事務所（現銀座総合法律事

務所）所長（現任）
平成15年４月 学校法人巣鴨学園理事（現任）
平成18年７月
平成22年10月

平成28年６月

当社監査役（現任）
政府調達苦情検討委員会委員長（内
閣府）（現任）
日本航空株式会社社外監査役（現任）

平成28年９月 東京都政改革本部特別顧問（現任）

社外監査役候補者とした理由

加毛修氏は、弁護士としての識見と経験を有し、企業法務の実務
に長年にわたり携わっていることから、当社監査役としての役割
を十分に果たすことができるものと判断し、引き続き社外監査役
候補者としたものであります。
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候補者
番 号

氏 名
生 年 月 日

略 歴 及 び 当 社 に お け る 地 位
な ら び に 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の株式の数

３

※

髙
た か は し

橋　章
あ き お

夫
昭和41年12月29日生

平成元年３月

平成３年３月

監査法人トーマツ（現有限責任監査
法人トーマツ）入所

公認会計士登録
0株平成22年１月 株式会社パートナーズ・コンサルテ

ィング入社（現任）
平成25年11月 パートナーズＳＧ監査法人社員（現

任）

社外監査役候補者とした理由

髙橋章夫氏は、公認会計士としての識見と経験を有し、企業会計
の実務に長年にわたり携わっていることから、当社監査役として
の役割を十分に果たすことができるものと判断し、社外監査役候
補者としたものであります。

(注)１.各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２.上記監査役候補者の有する当社の株式数は、平成29年４月30日現在のものであります。
３.加毛修氏及び髙橋章夫氏は社外監査役候補者であります。
４.※印は、新任の監査役候補者であります。
５.当社は加毛修氏を東京証券取引所が指定を義務付ける独立役員として同取引所に届け出てお

ります。
６.髙橋章夫氏が社外監査役に就任した場合、同氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員の

要件を満たしており、独立役員となる予定であります。
７.社外監査役候補者の在任期間

加毛修氏は、平成18年7月に当社の社外監査役として選任され就任しており、その在任期間は
本総会の終結の時をもって11年となります。

８.加毛修氏は、社外監査役として当社との間で、定款第29条の規定により会社法第423条第1項
の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償の限度額は、100万円又は法令の定める最低責任限度額のいずれか
高い額となっております。

９.髙橋章夫氏の選任が承認された場合は、当社は同氏との間で、定款第29条の規定により会社
法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。

　 なお、損害賠償の限度額は前項と同様であります。

　

以 上
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言問通り

言問橋

向島ランプ
出口

入口

浅草ビューホテル

入谷ランプ

昭
和
通
り

合
羽
橋
通
り

国
際
通
り

仲
見
世

上
野
駅

水
戸
街
道

隅
田
川

東
武
浅
草
駅

浅草
神社

銀座線
浅草駅

浅草線
浅草駅銀座線

田原町駅

浅草通り

駒形橋

駒形ランプ

水上バス乗り場

お台場直通雷門

雷門通り 吾妻橋

浅草寺

つくばエクスプレス
浅草駅

株主総会会場ご案内図

東京都台東区西浅草三丁目17番１号

浅草ビューホテル ４階 飛翔の間

・ つくばエクスプレス「浅草駅」 A２番出口（徒歩１分）

・ 地下鉄・銀座線「田原町駅」 ３番出口（徒歩７分）

・ 地下鉄・銀座線「浅草駅」 １番出口（徒歩10分）

・ 地下鉄・都営浅草線「浅草駅」 ４番出口（徒歩13分）

・ 私鉄・東武線「浅草駅」 松屋出口（徒歩10分）

・ JR「上野駅」 タクシー５分
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